
今日の地方公共団体の財政状況は、地方税が回復

基調にあるものの、公債費の累増に加え社会保障関

係経費の自然増等により歳出の増加が見込まれるな

ど、未だに大変厳しいものとなっている。そのよう

な中、地方公共団体においては、健全な財政運営の

確保に向けて、人件費の削減や民営化の推進等様々

な取組を行っているところである。

財政運営の健全性を確保するためには、まず自団

体の財政状況を分析して問題の所在を明らかにし、

それを将来の財政運営に反映させていくことが重要

であるが、その分析に当たっては、他の地方公共団

体と比較することが欠かせない。

自団体との比較対象としては、近隣団体や人口・

面積の態様が同規模の団体等が挙げられるが、今日、

最も活用されているものは、総務省が作成する類似

団体別市町村財政指数表（以下、「類団指数表」とい

う。）である。類団指数表は、人口と産業構造（第２

次・第３次産業人口比率）を基準として類似団体を

設定し、類型区分ごとの地方財政状況調査（決算）

データの平均値等を示したものである。

この人口と産業構造という基準は、容易かつ客観

的に把握できる指標として、昭和３４年度から類団指

数表の作成に用いられているが、近年の地方公共団

体を取り巻く環境は、当時と大きく変わっている。

そこで、平成１１年及び平成１７年に総務省が設けた

「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会」

（以下、「財政分析等研究会」という。）においては、

より簡素で合理的な区分の確立を求めて、類似団体

区分等の検討が行われたところである。

本稿では、市町村の歳出構造に着目することによ

って、類団指数表の類似団体とは別の比較対象グル

ープを設定した上で、財政分析を試みてみたい。

（１）類型設定の指標

現行の類団指数表の類型設定においては、「人口」

と「産業構造」（第２次・第３次産業人口比率）とい

う２指標が用いられている。このうち人口は財政規

模（歳入・歳出総額）、産業構造は財政構造（歳入に

占める地方税の割合）と相関関係の高い指標として、

それぞれ選定されたものである。

すなわち、まず、人口を使って、歳入・歳出総額

が類似する団体に区分した上で、産業構造によって、

歳入に占める地方税の割合が類似する団体に細分化

するという方法を採っている。

財政分析等研究会の報告書によると、第２次・第

３次産業人口比率は、現在では、歳入に占める地方

税の割合と強い相関関係にある訳ではないが、この

指標より優れた指標が見当たらないことや、類型区

分の継続性等を重視して用いられているものとされ

ている。

また、歳入に占める地方税の割合に着目して分類

するということは、概ね財政力が同程度の団体に区

分することを意味するが、これを行財政改革の観点

から見た場合、例えば、財政力の高いグループに所

属している団体が、同じグループに所属している団

体を比較対象としては、その団体が目指すべき目標

値等の設定に活用できないことも想定される。

さらに、行財政改革を推進するには、団体の各

部・課の事務内容を見直し、効率化等によって経費

比較対象グループの設定
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削減を積み上げていくことが必要となるが、目指す

べき目標値等を設定するためには、財政力が類似し

ている団体よりも、むしろ、その団体に求められる

行政ニーズが類似している団体を比較対象とする方

が望ましいと考えられる。

行政ニーズを表す要素としては、行政ニーズへの

対応の結果である歳出構造、特に行政目的別の歳出

構造が考えられる。財政分析等研究会の報告書にお

いては、団体の財政運営上の判断によって影響され

る基準を指標に用いた場合、同様の財政運営を行っ

ている団体同士が類似団体となり、自らの財政運営

を省みる役には立たないといった指摘がなされてい

る。

しかし、例えば、求められる行政ニーズが類似し

ている団体間で個々のニーズに対するコストをより

安価に抑えている団体を検証するといった用い方を

することによって、適当な目標値を設定するための

有効な比較対象になり得ると考えられる。

このような考えから、今回は、比較対象グループ

設定の基準として、類団指数表における第２次・第

３次産業人口比率の代わりに「目的別歳出の構成比」

を用いることとした。

なお、人口については、財政規模の差、スケール

メリット等の関係で有効な指標であることから、今

回のグループ設定でも用いることとし、これら２指

標による分析を試みた。

（２）クラスター分析

今回のグループ設定にあたっては、「クラスター分

析」という分析方法を用いた。クラスター分析とは、

データをある方針のもとで類似している幾つかのか

たまり（クラスター）にまとめる方法で、医学にお

ける症状群の分類、工業製品の分類、文献の分類等、

様々な分野で使用される分析方法である。

この分析方法を大まかに説明すると、各個体又は

グループ（個体が１度結び付くとグループになる）

間の距離を算出し、その距離が近い個体又はグルー

プを類似性が高いものとして１つのグループに結び

付けるといったもので、距離が近い順番に結び付け

ていき、最後に１つの大きなグループに結び付けた

段階で終了するものである。例を挙げると、散布図

（図１）で表すと①→②→③の順番で類似性の高いグ

ループに分けられる。

図２はデンドログラム（樹形図）といい、クラス

ター分析の結果を視覚化するために用いられる図で

ある。縦軸は個体又はグループが結び付いた時の距

離、横軸は個体の位置を表している。

クラスター分析には、幾つかの方法があるが、本

稿では、使用頻度の高いウォード法という分析方法

を用いてグループ分けを行う。

（３）分析の前提条件

類団指数表との比較のため、人口は平成１７年３月

３１日現在の住民基本台帳人口を用いることとし、人

口区分は、平成１６年度類団指数表の人口区分と同様
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図１　散布図の例

図２　デンドログラムの例
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とした。なお、今回の分析では、紙面の都合上、類

団指数表の都市の人口区分類型Ⅱ（５５,０００人から

８０,０００人）に所属する１４７団体を対象とした。

歳出構造については、平成１６年度決算データに基

づく各団体の目的別歳出の構成比を用いた。なお、

構成比の算出は、一般財源ベースではなく、事業費

ベースで行っている。これは、一般財源ベースで算

出すると、特定財源である基金や地方債の充当額が

除かれて、実際の事業費とかけ離れるためである。

その結果、平成１６年度に大規模な建設事業を行った

団体は、関連する費目の構成比が高くなるなどの影

響が出ている。今回は単年度のデータを用いている

が、より分析の精度を高めるためには、複数年度分

の平均を用いるといった対処法が考えられる。

なお、目的別歳出の費目中、当該年度の歳出とは

性質を異にする公債費と繰上充用金、団体によって

発生が不規則である総務費のうち退職金・災害復旧

費・民生費のうち災害援助費については、構成比算

出の対象から除き、議会費をはじめとする１１費目の

構成比を用いて分析を行った。

（１）概要

クラスター分析を行い、一定の距離より近い距離

で結び付いている団体を１グループとし、類団指数

表の分類と同程度となる５つのグループに分類した

ところ、図３・表１の結果となった。

図３は先述のデンドログラム、表１は各グループ

に所属する団体である。図３の最初の大きな分かれ

グループ分けの結果
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表1 各グループの構成団体

図３　分類結果
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目（①・②グループと③・④・⑤グループの間）の

要因は、主に民生費や土木費の影響によるものであ

り、次の分かれ目（③グループと④・⑤グループの

間）の要因は、主に総務費や土木費の影響によるも

のと考えられる。

表２は、類団指数表の類型区分ごとの団体数と今

回の分析によるグループごとの団体数をマトリクス

で表したものである。

表２の（ ）内の値は所属団体数、（ ）外の値は

所属団体数のうち類団指数表の選定団体（＊）数であ

る。類団指数表の類型区分「Ⅱ－５」（人口５５,０００人

から８０,０００人、第２次・第３次産業人口比率９５％以

上で、かつ第３次産業人口比率６５％以上の団体）に

所属する団体は、「②民生費グループ」「③総務費

グループ」「④土木費グループ」に集中しているが、

「Ⅱ－３」（人口５５,０００人から８０,０００人、第２次・第

３次産業人口比率８５％以上～９５％未満で、かつ第３

次産業人口比率５５％以上の団体）に所属する団体は、

全てのグループに比較的均等に分かれる結果となっ

ている。

（＊）選定団体とは、一定の基準により、標準的な財

政運営を行っている市町村として選定された団体

のことであり、類団指数表の財政指標等は、選定

団体の値で算出されている。

大阪府内の団体では、「Ⅱ－５」に所属する団体

は、泉大津市・高石市・藤井寺市・大阪狭山市・阪

南市の５団体、「Ⅱ－４」（人口５５,０００人から８０,０００

人、第２次・第３次産業人口比率９５％以上で、かつ

第３次産業人口比率６５％未満の団体）に所属する団

体は、柏原市・泉南市・四條畷市・交野市の４団体

であるが、今回の分析による分類では、柏原市が

「⑤土木グループ」に所属し、その他の団体は全て

「②民生費グループ」に所属している。

（２）各グループの特徴

次に、各グループの特徴をみるため、各グループ

に所属する団体の各費目の歳出構成比の平均値を算

出した（表３）。なお、平均値の算出にあたっては、

人口規模に大きな差がないことから、すべて単純平

均とし、小数点第２位未満の値を四捨五入している。

①衛生費グループ

衛生費の構成比が１４.００％と最も高いグループ

である。民生費の構成比が３１.２９％と高く、総務

費（１２.６５％）や、教育費（１２.７３％）の構成比が

低いといった特徴がみられる。

②民生費グループ

民生費の構成比が３８.４０％と最も高いグループ

である。その比率は全ての構成比の中で最も高い

値であり、農林水産業費（１.０２％）や、商工費

（０.９９％）の構成比が最も低いといった特徴がみら
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表２　類団指数表及び今回の分析により分類したグルー
プ別の所属団体数

表３　各グループの目的別歳出構成比の平均値
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れる。面積が狭く、都市部（大都市周辺）の団体

が多く集まっていることも特徴といえる（表１参

照）。

③総務費グループ

総務費（主に総務管理費・徴税費・戸籍住民基

本台帳費を計上する）の構成比が２０.５３％と最も

高いグループである。農林水産業費の構成比が

６.３６％と最も高く、民生費（２５.３６％）や、土木

費（１４.３３％）の構成比が低いといった特徴がみ

られる。

総務管理費には本庁舎や市民会館等他の費目に

計上されない施設の維持管理費や建設経費が計上

されるため、それらの影響があるものと考えられ

る。

④土木費グループ

土木費の構成比が２４.３２％と最も高いグループ

である。総務費の構成比が最も低い（１１.５８％）と

いった特徴がみられる。

⑤教育費グループ

教育費の構成比が１６.３９％と最も高いグループ

である。民生費の構成比が２３.９９％と最も低く、土

木費の構成比が１９.０１％と高いといった特徴がみ

られる。

なお、議会費、消防費等については、全てのグ

ループが同程度の構成比を示している。議会費に

ついては、法律上、議員定数が決まっていること、

消防費については、一定の消防力を確保する必要

があることが要因と考えられる。

（３）グループのコスト体質

次に、各グループに所属する団体のコスト体質を

みるため、各グループの性質別歳出と基金及び地方

債の平成１６年度末現在高の人口１人当たり額の加重

平均値を算出した（表４）。なお、平均値の算出にあ

たっては、類団指数表の選定団体の値のみを用いて

いる。性質別歳出の費目中、人件費については、退

職金とそれ以外に区分し、また、災害復旧事業費・

失業対策事業費・投資及び出資金・前年度繰上充用

金については、決算額が少ないことから、これら４

費目の合計を「その他」とした。

①衛生費グループ

合計額が３３８,１５６円と中間のコスト順位となる

グループである。突出して高コストとなっている

費目はないものの、扶助費が４７,６２５円と高めであ

る。

②民生費グループ

合計額が２９６,３０５円と最も低コスト体質のグル

ープである。民生費の構成比が高いため、扶助費

が５３,７６９円と最も高いものの、普通建設事業費

（２４,１２４円）や公債費（３０,３１７円）が最も低くな

っている。また、基金４６,０６７円・地方債２９７,３５６

円とどちらも最も低い額となっている。

③総務費グループ

合計額が３６２,８１６円と最も高コスト体質のグル

ープである。物件費（４６,７９８円）や補助費等

（４１,６９７円）が最も高いことをはじめとして、全体

的に高コストとなっている。また、基金が７２,０４８円
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表４　性質別歳出・基金及び地方債の人口１人当たり額
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と最も高い額になっている。

④土木費グループ

合計額が３１９,４０７円と２番目に低コスト体質の

グループである。土木費の構成比が最も高いもの

の、普通建設事業費の額が５２,４４４円と「③総務費

グループ」や「⑤教育費グループ」よりも低コス

トとなっているほか、人件費６０,７０４円・補助費等

３０,５２１円と最も低コストとなっている。

⑤教育費グループ

合計額が３５７,８９８円と２番目に高コスト体質の

グループである。普通建設事業費の額が６７,６１９円

と最も高いことから、教育関連施設等の整備を進

めていることがうかがえるグループである。人件

費６６,５３６円・公債費４３,５３２円と最も高コストとな

っており、扶助費を除いて全体的に高コストとな

っている。また、地方債が４１０,２７４円と最も高い

額になっている。

（１）グループ平均値とのコスト比較

次に、大阪府内の団体が最も多く所属している

「②民生費グループ」に着目し、大阪府内の団体を中

心に分析を行う。

表５は「②民生費グループ」に所属する団体の各

費目の順位と人口１人当たり額及び「②民生費グル

ープ」・「Ⅱ－５」・「Ⅱ－４」それぞれのグルー

プの各費目の平均値（加重平均）を示している。

まず、それぞれの平均値を比較すると、「Ⅱ－

５」・「Ⅱ－４」の平均値に対して、「②民生費グル

ープ」の平均値は、人件費や扶助費等が高くなり、

物件費や普通建設事業費等が低くなっている。

特に合計額が大きく変わらない中で、扶助費のコ

ストが高くなっているのは、民生費のニーズが大き

いグループの実態をより反映しているといえる。

次に「②民生費グループ」の平均値と大阪府内の

団体の値を比較する。大阪府内の８団体中、平均値

よりコストが高かったのは、人件費は５団体、退職

民生費グループの分析
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表５　「②民生費グループ」所属団体費目別順位及び人口１人当たり額
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金は４団体、扶助費は２団体、補助費等は３団体、

公債費は６団体、繰出金は４団体、合計額は４団体

であった。

特に、人件費（平均６６,４３５円）では、泉南市８３,５８９

円・高石市７４,７０６円・四條畷市７３,７４４円、扶助費

（平均５３,７６９円）では、泉大津市６３,１２１円・藤井寺

市６０,７７２円、補助費等（平均３１,２７６円）では、高石

市４４,９８７円・藤井寺市４２,１３８円、公債費（平均３０,３１７

円）では、交野市５０,０８２円、繰出金（平均３６,１６２円）

では、高石市４７,９４１円・泉大津市４４,６９０円・四條畷

市４４,１５０円が平均値のコストを大きく上回っている。

（２）より類似性の高い団体とのコスト比較

クラスター分析では、算出した距離が近ければ近

いほど、より歳出構造が類似している団体といえる。

例えば、表５は、図３中、②の範囲に位置する団体

を左からの順番で並べている（京都府八幡市が１番

左に位置する）が、より距離の近い団体に細分化す

ると、埼玉県蕨市・泉南市・高石市は特にその距離

が近い。こうした団体は歳出構造が特に類似してい

る、すなわち、求められる行政ニーズも特に類似し

ていると考えられる。そこでこれら３市をとりあげ

て、少し詳細な分析を加えてみる。

合計額の順位は蕨市８位・泉南市１７位・高石市２２

位となっている。コスト差が大きい費目をみていく

と、まず、人件費は蕨市６３,１８７円・高石市７４,７０６円・

泉南市８３,５８９円となっている。要因としては、ラス

パイレス指数が、蕨市１００.２・高石市９５.５・泉南市

９８.１であるものの、人口１,０００人当たり職員数は、蕨

市７.０４人・高石市７.４７人・泉南市８.８９人、うち４０歳

以上の職員数では、蕨市４.２３人・高石市５.９７人・泉

南市５.６１人となっている。その結果、職員給与費

の人口１人当たりコストが、蕨市５１,８４０円・高石

市５９,７２９円・泉南市６３,２４３円となっており、職員数

や職員の年齢層の差が、人件費のコスト差に影響を

与えていることが分かる。

次に、扶助費は蕨市４５,４２８円・高石市４９,６３４円・

泉南市５１,７８９円となっている。特に決算額に差があ

った児童福祉費について考察すると、児童手当の支

給対象年齢であった０歳から９歳までの住民基本台

帳人口は、蕨市５,５０７人・高石市６,６２５人・泉南市

７,３８８人である。また、０歳から４歳までの住民基本

台帳人口は、蕨市２,７３５人・高石市３,４４２人・泉南市

３,６２９人であり、市内の保育所数は、蕨市が５園、高

石市が８園、泉南市が７園である。児童手当等の給

付費や保育所の運営費を反映した結果、児童福祉費

に係る扶助費の人口１人当たりコストが、蕨市７,６５５

円・高石市１９,５６５円・泉南市１４,００３円となっており、

これらの経費が扶助費のコスト差に影響を与えてい

ることがうかがえる。なお、泉南市については、生

活保護費の影響も強くなっている。

次に、補助費等は、蕨市２５,９４３円・高石市４４,９８７

円となっている。蕨市と高石市は、どちらも一部事

務組合によって、ごみ・し尿の処理業務を行ってい

るが、蕨市・戸田市が構成する蕨戸田衛生センター

と高石市・和泉市・泉大津市が構成する泉北環境整

備施設組合の決算データの清掃費に係る歳出合計額

の人口（構成団体の人口による）１人当たりコスト

を算出したところ、蕨戸田衛生センターが８,３３１円、

泉北環境整備施設組合が９,８６１円となっている。構

成団体の負担割合の影響もあるが、そのコストを反

映した結果、清掃費に係る一部事務組合への負担金

の人口１人当たりコストは、蕨市が１１,７５３円、高石

市が１９,４４９円となっており、蕨市と高石市の補助費

等のコスト差に影響を与えていることが分かる。

また、繰出金は、蕨市３７,７８６円・高石市４７,９４１円

となっている。これは、下水道事業会計への繰出金

の人口１人当たりコストが、蕨市１４,４６０円・高石市

２５,０２５円となっていることがコスト差に影響を与え

ているものといえる。

上記以外にも、普通建設事業費（蕨市２８,１８３円・

泉南市４１,２９２円）や、公債費（蕨市２４,６４４円・高石

市３４,１３２円・泉南市３６,５３３円）などの費目において、

コスト差が大きくなっている。

一概にはいえないが、求められる行政ニーズが特

に類似していれば、同程度のコストでの運用が可能

であると考えられることから、こうした費目につい

ては、見直しの対象となるのではないだろうか。そ

の際には、同じグループ内での良好な団体の指標が

一つの目標値として機能するものと考えられる。
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財政分析における比較対象として、類団指数表の

類似団体を用いることは、今でも十分有効であるこ

とは間違いない。しかし、それのみをあらゆる場面

において使用することに疑問をもったことが、本稿

執筆のきっかけである。

本稿では、行政ニーズに着目して、比較対象団体

の検出を試みたが、財政分析等研究会での指摘のと

おり、歳出構造を用いることには欠点もあり、必ず

しも実態を反映したものとはいい切れない。ただ、

このような試みにより、財政状況分析のために有効

な比較対象を検出し、問題の所在の確認、当面の目

標設定等に活用することで、健全な財政運営に寄与

するものがあるのではないだろうか。

一例を挙げると、高石市の人件費の平成１６年度決

算額（退職金を除く）は４,５７２百万円であるが、「②

民生費グループ」の平均コストに換算すると４,０６６

百万円、蕨市のコストに換算すると３,８６７百万円とな

る。このコスト差が何に由来するのかを分析し、こ

れらの額に近づけることを目標として、さらなる職

員数削減や職員給抑制の可能性について検討するこ

とができよう。

今回の試みが、各団体での財政分析や行革計画等

の策定に係る取組の一助となれば幸いである。
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